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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第43期
第３四半期
累計期間

第44期
第３四半期
累計期間

第43期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （千円） 7,207,928 9,039,426 10,481,431

経常利益 （千円） 561,794 857,186 882,669

四半期（当期）純利益 （千円） 323,497 543,008 499,414

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 526,584 526,584 526,584

発行済株式総数 （株） 6,932,996 13,865,992 6,932,996

純資産額 （千円） 3,913,559 4,666,316 4,088,266

総資産額 （千円） 6,775,969 7,622,287 7,401,795

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 23.98 44.76 37.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 25.00

自己資本比率 （％） 57.8 61.2 55.2
 

 

回次
第43期
第３四半期
会計期間

第44期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.84 17.22
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

４　平成26年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第43期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第３四半期累計期間における日本経済は、政府による経済政策や日銀の金融政策を背景に、企業収益や雇用・

所得環境に改善の動きが見られ、緩やかな回復基調で推移したものの、物価上昇による個人消費の低迷や円安の影

響による原材料費の高騰など、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

当社が属する情報サービス業界におきましては、金融業やサービス業などを中心に企業のソフトウェア投資は増

加傾向で推移している一方で、ＩＴ技術者不足はより深刻となり、引き続き人材確保は厳しい状況が続いておりま

す。

このような環境のもと、当社は既存顧客との取引拡大、新規顧客の獲得及び人材確保に積極的に努めた結果、売

上高は、主要マーケットである金融系分野では銀行系業務や保険系業務を中心に増加し、非金融系分野において

も、福祉系業務や郵便系業務が引き続き伸展したこと等により前年同期に比べ増収となりました。

また利益につきましては、売上増に伴う売上総利益の増加及びのれんの償却終了等による販売費及び一般管理費

の減少により増益となりました。

これらの結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高は9,039百万円（前年同期比25.4％増）、営業利益は849

百万円（同53.0％増）、経常利益は857百万円（同52.6％増）、四半期純利益は543百万円（同67.9％増）となりま

した。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①ソフトウェア開発

当社の中心的なビジネス領域である金融系分野の売上高は6,997百万円（前年同期比19.0％増）となりました。

メガバンク統合案件や投資信託案件等を中心に受注が拡大した銀行系業務は1,541百万円（同39.4％増）となり、

前期からの継続案件が順調であった生命保険系業務は1,633百万円（同20.9％増）、外資系損保の大型統合案件や

システム再構築案件が継続した損害保険系業務は2,601百万円（同15.0％増）とそれぞれ堅調に推移しました。一

方、証券系業務は大型案件の終了に伴い1,009百万円（同4.0％減）と前年同期を下回りました。

非金融系分野の売上高は1,773百万円（同66.0％増）となりました。通信系業務は251百万円（同20.6%減）と前

年同期を下回りましたが、福祉系業務が803百万円（同331.8%増）、郵便系業務が423百万円（同131.6％増）と前

期から伸展いたしました。

これらの結果、ソフトウェア開発の売上高は8,771百万円（同26.2％増）となりました。

②情報システムサービス等

主たる業務であるコンピュータ運用管理業務は順調に推移し、情報システムサービス等の売上高は268百万円

（前年同期比4.3％増）となりました。
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(2)　財政状態の分析

＜資産、負債及び純資産の状況＞

当第３四半期会計期間末における総資産は7,622百万円となり前事業年度末に比べ220百万円増加しております。

これは主として、現金及び預金が417百万円、仕掛品が130百万円増加し、売掛金が156百万円、繰延税金資産（流動

資産）が106百万円、繰延税金資産（固定資産）が64百万円減少したことによります。また、負債合計は2,955百万

円となり前事業年度末に比べ357百万円減少しております。これは主として、買掛金が72百万円、未払費用が38百万

円、その他流動負債が193百万円増加し、未払金が88百万円、未払法人税等が231百万円、賞与引当金が164百万円、

退職給付引当金が182百万円減少したことによります。純資産は4,666百万円となり、前事業年度末に比べ578百万円

増加しております。これは主として、四半期純利益543百万円を計上したこと、「退職給付に関する会計基準」等の

適用により期首の利益剰余金が177百万円増加したこと、剰余金の配当により151百万円減少したことによります。

これらの結果、自己資本比率は61.2％となり、前事業年度末に比べ6.0ポイント増加しております。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,865,992 13,865,992
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株
であります。

計 13,865,992 13,865,992 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年12月１日 6,932,996 13,865,992 － 526,584 － 531,902
 

(注)　平成26年11月30日の株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割いた

しました。これに伴い発行済株式総数が6,932,996株増加しております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 866,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,032,100 60,321 －

単元未満株式 普通株式 34,096 － －

発行済株式総数  6,932,996 － －

総株主の議決権  － 60,321 －
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

２　平成26年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、記載数値には当該株

式分割を反映しておりません。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社
東邦システムサイエンス

東京都文京区小石川
一丁目12番14号

866,800 － 866,800 12.50

計 － 866,800 － 866,800 12.50
 

(注)　平成26年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、記載数値には当該株式

分割を反映しておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,119,303 4,537,220

  売掛金 1,635,589 1,479,129

  有価証券 405,593 405,738

  仕掛品 9,155 139,160

  繰延税金資産 191,121 84,124

  その他 57,653 54,533

  貸倒引当金 △5,882 △4,435

  流動資産合計 6,412,535 6,695,472

 固定資産   

  有形固定資産 27,204 27,192

  無形固定資産 51,702 42,018

  投資その他の資産   

   投資有価証券 112,723 127,408

   繰延税金資産 641,288 576,774

   その他 161,091 158,172

   貸倒引当金 △4,750 △4,750

   投資その他の資産合計 910,353 857,604

  固定資産合計 989,260 926,815

 資産合計 7,401,795 7,622,287
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 548,661 621,616

  リース債務 3,134 3,159

  未払金 105,179 17,170

  未払費用 115,622 154,144

  未払法人税等 281,649 50,623

  賞与引当金 346,768 181,855

  受注損失引当金 7,981 －

  その他 82,140 275,544

  流動負債合計 1,491,137 1,304,113

 固定負債   

  リース債務 9,608 7,235

  退職給付引当金 1,686,699 1,504,263

  役員退職慰労引当金 126,083 140,358

  固定負債合計 1,822,391 1,651,857

 負債合計 3,313,528 2,955,971

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 526,584 526,584

  資本剰余金 531,902 531,902

  利益剰余金 3,553,142 4,121,883

  自己株式 △545,383 △545,531

  株主資本合計 4,066,244 4,634,837

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 22,021 31,478

  評価・換算差額等合計 22,021 31,478

 純資産合計 4,088,266 4,666,316

負債純資産合計 7,401,795 7,622,287
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 7,207,928 9,039,426

売上原価 5,877,124 7,430,978

売上総利益 1,330,804 1,608,448

販売費及び一般管理費 775,438 758,869

営業利益 555,366 849,578

営業外収益   

 受取利息 275 229

 受取配当金 1,836 2,115

 保険返戻金 1,225 832

 保険事務手数料 804 783

 貸倒引当金戻入額 83 1,447

 保険配当金 1,404 1,495

 その他 984 902

 営業外収益合計 6,613 7,804

営業外費用   

 支払利息 120 95

 固定資産除却損 65 102

 営業外費用合計 185 197

経常利益 561,794 857,186

特別損失   

 減損損失 － 659

 特別損失合計 － 659

税引前四半期純利益 561,794 856,527

法人税、住民税及び事業税 178,359 245,295

法人税等調整額 59,937 68,222

法人税等合計 238,297 313,518

四半期純利益 323,497 543,008
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　　　(会計方針の変更)

当第３四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）　

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の

期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎となる債券の期

間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間

ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第３四半期累計期間の期首の退職給付引当金が275,450千円減少し、利益剰余金が177,390千円増加

しております。また、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響はそれぞれ軽

微であります。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に

係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

減価償却費 18,464千円 18,087千円

のれんの償却額 39,854千円 －千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 135,741 20 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるも

の

　　該当事項はありません。

 

３  株主資本の著しい変動

　（自己株式の取得）

　　当社は平成25年12月13日開催の取締役会において自己株式の取得を決議し、平成25年12月16日付で自己株式720,300

株（取得価額473,957千円）の取得を実施いたしました。これにより、当第３四半期会計期間末において自己株式が

545,342千円（866,623株）となりました。

 

当第３四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 151,658 25 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるも

の

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

　　　当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。

 
Ⅱ　当第３四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

　　　当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　当社の報告セグメントは「ソフトウェア開発」のみであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 23.98円 44.76円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 323,497 543,008

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 323,497 543,008

普通株式の期中平均株式数(株) 13,489,823 12,132,528
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成26年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

株式会社東邦システムサイエンス

取締役会  御中

 
新日本有限責任監査法人

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   日　高　　真　理　子   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　　屋　　浩　　孝   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東邦シ

ステムサイエンスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第44期事業年度の第３四半期会計期間(平成26年10月

１日から平成26年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東邦システムサイエンスの平成26年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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